
JP 6905946 B2 2021.7.21

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　合紙として用いられるシート材であって、
　ポリオレフィン系樹脂発泡シートと、該ポリオレフィン系樹脂発泡シート上に形成され
た塗膜とを備え、
　前記塗膜には、下記一般式（１）で表されるアニオン系界面活性剤が９０質量％以上含
まれているシート材。
【化１】

　ここで、一般式（１）において、「Ｒ-」は下記一般式（２）で表される１価の有機基
であり、「ｎ」は１～１５０の整数で、「-Ｘ」はアニオン性官能基である。

【化２】

　ここで、一般式（２）における「ｍ」は１～１４の整数である。
【請求項２】
　前記塗膜における前記アニオン系界面活性剤の含有量が前記ポリオレフィン系樹脂発泡
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シートの単位面積当たり３ｍｇ／ｍ２以上１００ｍｇ／ｍ２以下である請求項１記載のシ
ート材。
【請求項３】
　合紙として用いられるシート材の製造方法であって、
　ポリオレフィン系樹脂発泡シートに下記一般式（１）で表されるアニオン系界面活性剤
が含まれている塗工液を塗布する工程を実施し、
　前記ポリオレフィン系樹脂発泡シートの表面に前記塗工液で形成された塗膜を有し、且
つ、前記アニオン系界面活性剤が９０質量％以上含まれた前記塗膜を有する前記シート材
を製造するシート材の製造方法。
【化３】

　ここで、一般式（１）において、「Ｒ-」は下記一般式（２）で表される１価の有機基
であり、「ｎ」は１～１５０の整数で、「-Ｘ」はアニオン性官能基である。

【化４】

　ここで、一般式（２）における「ｍ」は１～１４の整数である。
【請求項４】
　前記塗工液を塗布する前記工程は、前記塗膜における前記アニオン系界面活性剤の含有
量が前記ポリオレフィン系樹脂発泡シートの単位面積当たり３ｍｇ／ｍ２以上１００ｍｇ
／ｍ２以下となるように実施する請求項３記載のシート材の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シート材とその製造方法とに関し、より詳しくは、合紙として用いられるシ
ート材と、その製造方法とに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリオレフィン系樹脂発泡シートは、ポリスチレン系樹脂発泡シートやポリエステル系
樹脂発泡シートなどに比べて柔軟であり緩衝性に優れている。
　そのため、電子部品や家電製品を包装するためのシート材やガラス板を保護するための
シート材としてポリオレフィン系樹脂発泡シートが広く用いられている。
　特に、フラットディスプレイパネルの基板となるガラス板、半導体基板、金属板などの
部材を保管したりする際には、部材間に介挿させる合紙としてポリオレフィン系樹脂発泡
シートが広く用いられている。
【０００３】
　このような合紙として利用されるポリオレフィン系樹脂発泡シートには、ガラス板など
の保護対象物の表面に異物を付着させることを防止すべく、帯電防止性が求められている
。
　ポリオレフィン系樹脂発泡シートに帯電防止性を発揮させる方法としては、高分子型帯
電防止剤と称されるポリマータイプの帯電防止剤や、低分子型帯電防止剤と称される界面
活性剤をポリオレフィン系樹脂発泡シートの形成材料中に含有させる方法が知られている
。
　この内、界面活性剤については、シート表面にブリードアウトすることによって帯電防
止性を発揮するため、保護対象物の表面に付着しやすい。
　そこで、界面活性剤については、ガラス板などの表面に付着したとしても水洗などによ
って除去が容易であることが要望される。
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【０００４】
　このようなことから、例えば、下記特許文献１には、保護対象物に付着しても水洗除去
が可能なポリアルキレンオキサイド系の界面活性剤を含有する樹脂組成物で表層部にポリ
オレフィン系樹脂層を形成させた積層発泡シートをディスプレイ用ガラス板の包装材料と
して利用することが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１０－４２５５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　水洗除去が可能な界面活性剤をポリオレフィン系樹脂発泡シートの表面にブリードアウ
トさせる方法では、ブリードアウトした界面活性剤がガラス板などの表面に付着し、この
付着した界面活性剤が水洗除去可能なバリア層として機能するため、帯電防止効果のみな
らず、当該ガラス板に埃等の異物が付着しても容易に除去可能となる効果が期待できる。
【０００７】
　しかしながら、この種のシート材では、水洗後の保護対象物の表面を十分清浄な状態と
することが困難な場合がある。
　例えば、近年、パネルサイズの多様化に伴い、ディスプレイ用ガラス板を梱包した状態
で３ヶ月以上長期保管する機会が多くなってきている。
　そのため、合紙として特許文献１に記載されている積層発泡シートを採用した場合でも
ガラスの表面を十分清浄な状態にすることが困難な場合がある。
　そこで、本発明は、水洗後の保護対象物の表面を十分清浄な状態とすることが可能なシ
ート材を提供し、ひいては、保護対象物が長期保管されるような場合においても保護対象
物の清浄性を従来よりも向上させ得るシート材を提供することを課題としている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記のような課題を解決するための本発明は、合紙として用いられるシート材であって
、ポリオレフィン系樹脂発泡シートと、該ポリオレフィン系樹脂発泡シート上に形成され
た塗膜とを備え、前記塗膜には、下記一般式（１）で表されるアニオン系界面活性剤が含
まれているシート材を提供する。
【０００９】
【化１】

【００１０】
　ここで、一般式（１）において、「Ｒ-」は下記一般式（２）で表される１価の有機基
であり、「ｎ」は１～１５０の整数で、「-Ｘ」はアニオン性官能基である。
【００１１】
【化２】

【００１２】
　ここで、一般式（２）における「ｍ」は１～１４の整数である。
【００１３】
　また、本発明は、合紙として用いられるシート材の製造方法であって、ポリオレフィン
系樹脂発泡シートに下記一般式（１）で表されるアニオン系界面活性剤が含まれている塗
工液を塗布する工程を実施し、前記ポリオレフィン系樹脂発泡シートの表面に前記塗工液
で形成された塗膜を有する前記シート材を製造するシート材の製造方法を提供する。
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【００１４】
【化３】

【００１５】
　ここで、一般式（１）において、「Ｒ-」は下記一般式（２）で表される１価の有機基
であり、「ｎ」は１～１５０の整数で、「-Ｘ」はアニオン性官能基である。
【００１６】

【化４】

【００１７】
　ここで、一般式（２）における「ｍ」は１～１４の整数である。
【発明の効果】
【００１８】
　界面活性剤は、通常、分子量が高くても数千レベルで、分子量が数百レベルのものが一
般的であるためにポリオレフィン系樹脂発泡シートに内在するオリゴマーなどの低分子量
化合物をブリードアウトに際して同伴するおそれがある。
　そして、界面活性剤自体は水洗等によって比較的容易に除去することができるが、ブリ
ードアウトに際して同伴される物質の中には水洗除去が容易ではないものも存在し得る。
　そのため、ブリードアウトさせた界面活性剤によってポリオレフィン系樹脂発泡シート
の表面に帯電防止機能を有する皮膜を形成させると当該皮膜中に界面活性剤以外の低分子
量化合物が混在し得る。
　本発明では、界面活性剤を含む塗膜によって皮膜が形成されるため当該皮膜に水洗除去
が困難な低分子量化合物が混在するおそれを低減することができる。
　即ち、本発明によれば水洗後の保護対象物の表面を十分清浄な状態とすることが可能な
シート材が提供され得る。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明のシート材の一使用態様を示した概略図。
【図２】本発明の一実施形態に係るシート材の概略断面図。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下に本発明のシート材について説明する。
　以下においては、シート材の基体がポリオレフィン系樹脂発泡シートで、該ポリオレフ
ィン系樹脂発泡シートが押出発泡体である場合を例示する。
　より詳しくは、以下においては、ポリオレフィン系樹脂を含むポリオレフィン系樹脂組
成物を押出発泡させることによってシート状に形成されたポリオレフィン系樹脂発泡シー
トが基体として備えられているシート材をガラス板の合紙として利用する場合を例示しつ
つ本発明の実施の形態について説明する。
【００２１】
　図１に示すように本実施形態のシート材１は、例えば、ガラス板２を複数枚上下方向に
積層して積層体１００を形成する際に隣接するガラス板２の間に介装させて合紙として用
いられるものである。
　本実施形態における前記ガラス板２は、プラズマディスプレイパネルや液晶ディスプレ
イパネルなどのフラットディスプレイパネル用のガラス板である。
　本実施形態のシート材１は、図２に示すように当該シート材１の基体となるポリオレフ
ィン系樹脂発泡シート１０と、ポリオレフィン系樹脂発泡シート上に形成された塗膜とを
備えている。
　本実施形態のシート材１は、ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０の第１の表面に積層
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された第１塗膜１１と、前記第１の表面とは反対面となる第２の表面に積層された第２塗
膜１２とを備えている。
　言い換えれば、本実施形態のシート材１は、ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０の両
表面上に塗膜が形成されており、第１塗膜１１／ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０／
第２塗膜１２の３層構造を備えている。
【００２２】
　本実施形態のポリオレフィン系樹脂発泡シート１０に含有させる前記ポリオレフィン系
樹脂としては、例えば、ポリエチレン系樹脂、ポリプロピレン系樹脂、エチレン－αオレ
フィン樹脂などを挙げることができる。
　ポリオレフィン系樹脂発泡シートを構成するポリオレフィン系樹脂組成物には、ポリオ
レフィン系樹脂を１種単独で含有させる必要はなく、２種以上を含有させてもよい。
　ポリオレフィン系樹脂組成物に含有させるポリオレフィン系樹脂としては、低密度ポリ
エチレン樹脂が好ましい。
　前記低密度ポリエチレン樹脂としては、例えば、中低圧法によって重合される直鎖低密
度ポリエチレン樹脂（ＬＬＤＰＥ）や、高圧法によって分子構造中に長鎖分岐が形成され
た低密度ポリエチレン樹脂（ＬＤＰＥ）が挙げられる。
【００２３】
　前記低密度ポリエチレン樹脂としては、メルトマスフローレイト（以下「ＭＦＲ」とも
いう）が２～６ｇ／１０ｍｉｎで、樹脂密度が９２５ｋｇ／ｍ３以上、９３５ｋｇ／ｍ３

以下の低密度ポリエチレン樹脂（ＬＤＰＥ）を用いることが好ましい。
　上記のようなＭＦＲの低密度ポリエチレン樹脂（ＬＤＰＥ）が好ましいのは、ＭＦＲが
２ｇ／１０ｍｉｎ未満では、後述する高分子型帯電防止剤などとの押出機中での混練性に
問題が生じ、押出発泡時に破泡などが生じて良好なポリオレフィン系樹脂発泡シートを得
ることが難しくなるおそれを有するためである。
　また、上記のようなＭＦＲの低密度ポリエチレン樹脂（ＬＤＰＥ）が好ましいのは、Ｍ
ＦＲが６ｇ／１０ｍｉｎを超えると溶融張力が低くなりすぎて低密度のポリオレフィン系
樹脂発泡シートが得られにくくなり、ダイス先端にメヤニ状の堆積物が発生しやすくなる
ためである。
【００２４】
　上記のメルトマスフローレイトは、本明細書中においては、特段の断りがない限りにお
いて、後述する高分子型帯電防止剤のＭＦＲについても、ＪＩＳ　Ｋ　７２１０：１９９
９「プラスチック－熱可塑性プラスチックのメルトマスフローレイト（ＭＦＲ）」及びメ
ルトボリュームフローレイト（ＭＶＲ）の試験方法」Ｂ法記載の方法（但し、試験温度１
９０℃、荷重２１．１８Ｎ）により測定される値を意図している。
【００２５】
　本実施形態のポリオレフィン系樹脂発泡シート１０に含まれる前記ポリエチレン系樹脂
として、上記のような密度を有していることが好ましいのは、樹脂密度が９２５ｋｇ／ｍ
３未満では、押出後の発泡シートからの発泡剤の逸散が速く、樹脂自体の剛性が小さく、
収縮を抑制できなくなるおそれがある一方で樹脂密度を９３５ｋｇ／ｍ３を超えた値とす
ると樹脂自体の剛性が大きすぎて、シート材が良好なクッション性を示さなくなるおそれ
を有するためである。
【００２６】
　ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０を構成するポリオレフィン系樹脂組成物には、必
要に応じて高分子型帯電防止剤を含有させてもよい。
　前記高分子型帯電防止剤としては、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオキシド、
ポリエチレングリコール、ポリエステルアミド、ポリエーテルエステルアミド、エチレン
－メタクリル酸共重合体などのアイオノマー、ポリエチレングリコールメタクリレート系
共重合体等の第四級アンモニウム塩、特開２００１－２７８９８５号公報に記載のオレフ
ィン系ブロックと親水性ブロックとの共重合体等が挙げられる。
【００２７】
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　これらのなかでは、オレフィン系ブロックと親水性ブロックとの共重合体が好ましく、
ポリエーテル－ポリオレフィンブロック共重合体（ポリエーテル系ブロックとポリオレフ
ィン系ブロックとのブロック共重合体）を採用することが好ましい。
　なお、高分子型帯電防止剤としては、２以上の物質の混合品であっても良く、帯電防止
性能の更なる向上を目的とし、前記ブロック共重合体にポリアミドを混合したもの、又は
、ポリアミド系ブロックをさらに共重合させたものであってもよい。
【００２８】
　前記高分子型帯電防止剤としては、ポリエーテル系ブロックと、プロピレンを７０モル
％以上含むオレフィン系ブロックとの共重合体を主成分とするものがより好ましい。
　なお、高分子型帯電防止剤は、前記ポリエーテル－ポリオレフィンブロック共重合体が
占める割合を７０質量％以上とすることが好ましく、８０質量％以上とすることがさらに
好ましい。
【００２９】
　前記ポリオレフィン系樹脂とともに発泡シートを構成する前記高分子型帯電防止剤とし
ては、結晶化温度が１０℃～９０℃で、融点が１００℃～１３０℃で、ＭＦＲが２０～４
０ｇ／１０ｍｉｎの高分子型帯電防止剤が好ましい。
　高分子型帯電防止剤の結晶化温度が９０℃以下であることが好ましいのは、結晶化温度
が９０℃を超えると、押出機中で結晶化が進んで分散が悪くなったり、また、押出発泡時
に気泡膜が延伸される際に高分子型帯電防止剤が変形せず、塊となって帯電防止剤の分散
粒子間距離が広くなって添加量に見合う帯電防止機能を発現させ難くなったりするためで
ある。
【００３０】
　また、高分子型帯電防止剤のＭＦＲが前記のような範囲内であることが好ましいのは、
高分子型帯電防止剤のＭＦＲが２０ｇ／１０ｍｉｎ未満では、押出機中やダイス内でのポ
リオレフィン系樹脂への分散が不均一となって表面固有抵抗値は優れるものの静電気減衰
率が悪くなる傾向を示すためである。
　また、ＭＦＲが前記のような範囲内であることが好ましいのは、ＭＦＲが４０ｇ／１０
ｍｉｎを超える高分子型帯電防止剤を用いるとポリオレフィン系樹脂中での分散性が低下
するとともにポリオレフィン系樹脂組成物の溶融張力を低下させてしまうために低密度の
発泡シートが得られなかったり、連通化したような粗大気泡を発生させたりするおそれを
有するためである。
【００３１】
　なお、前記結晶化温度は、本明細書中においては、特段の断りがない限りにおいて、Ｊ
ＩＳＫ７１２２「プラスチックの転移温度測定方法」記載の方法に従って測定した値を意
図している。
　具体的には、示差走査熱量計（例えば、エス・アイ・アイナノテクノロジー社製「ＤＳ
Ｃ６２２０」）を用い、測定容器に試料を約６．５ｍｇ充てんして、窒素ガス流量３０ｍ
ｌ／ｍｉｎのもと１０℃／ｍｉｎの昇温冷却速度で３０℃～２００℃の間で昇温・冷却し
、冷却時の発熱ピーク温度を結晶化温度として測定することができる。
　なお、発熱ピークが２つ以上現れる場合、全ピーク面積の５％以上を有する面積ピーク
の内、最も高温側のピークの頂点の温度を結晶化温度とする。
【００３２】
　前記ポリオレフィン系樹脂組成物に前記高分子型帯電防止剤を含有させる場合、前記高
分子型帯電防止剤は、ポリオレフィン系樹脂組成物に含まれるポリオレフィン系樹脂の総
量を１００質量部とした際に、２質量部以上１５質量部以下となる割合でポリオレフィン
系樹脂組成物に含有されることが好ましい。
【００３３】
　本実施形態のポリオレフィン系樹脂発泡シート１０は、押出発泡法によって製造される
ため、これまでに述べた成分に加えて発泡に必要な成分がさらに含有され得る。
　この発泡のための成分としては、発泡剤や気泡調整剤を挙げることができる。
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【００３４】
　前記発泡剤としては、イソブタン、ノルマルブタン、プロパン、ペンタン、ヘキサン、
シクロブタン、シクロペンタンなどの炭化水素、二酸化炭素、窒素などの無機ガスを挙げ
ることができる。
　なかでも、前記発泡剤としては、イソブタンとノルマルブタンとの混合ブタンが好まし
い。
【００３５】
　このようにしてイソブタン／ノルマルブタンの混合ブタンを用いると、イソブタンによ
って、押出工程における発泡剤の急激な逸散が抑制される。一方、ポリオレフィン系樹脂
との相溶性が優れるノルマルブタンが、連続気泡率の増大を抑制するので、収縮が少なく
、かつ連続気泡率の少ないクッション性に優れたポリオレフィン系樹脂発泡シート１０を
得ることができる。
【００３６】
　なお、押出発泡に際して用いる発泡剤の量は、求める発泡度合いにもよるが、ポリオレ
フィン系樹脂と高分子型帯電防止剤との合計１００質量部に対して、通常、５質量部以上
、２５質量部以下とされる。
　通常、発泡剤の添加割合がこのような範囲とされるのは、発泡剤が５質量部未満である
と十分な発泡を得にくく、２５質量部を超えると気泡膜が破れて良好なポリオレフィン系
樹脂発泡シートが得られなくなるおそれを有するためである。
【００３７】
　また、発泡剤によって形成される気泡を調整するための前記気泡調整剤としては、タル
ク、シリカなどの無機粉末や分解型発泡剤としても用いられる多価カルボン酸と炭酸ナト
リウムあるいは重曹（重炭酸ナトリウム）との混合物、アゾジカルボン酸アミドなどが挙
げられる。
　これらは単独で用いても、複数のものを併用してもよい。この気泡調整剤の添加量は、
ポリオレフィン系樹脂１００質量部あたり０．５質量部以下とすることが好ましい。
【００３８】
　本実施形態のポリオレフィン系樹脂発泡シート１０には、上記のような成分以外にも、
必要に応じて、熱安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、着色剤等の添加剤を含有させても
よい。
　なお、ポリオレフィン系樹脂と高分子型帯電防止剤との他にポリオレフィン系樹脂発泡
シート１０に含有される成分の割合は、１０質量％以下であることが好ましく５質量％以
下であることがより好ましい。
　即ち、ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０を構成しているポリオレフィン系樹脂組成
物におけるポリオレフィン系樹脂と高分子型帯電防止剤との合計割合は９０質量％以上で
あることが好ましく、９５質量％以上であることがより好ましい。
　なお、その他の成分の含有量が１０質量％以下であることが好ましく、５質量％以下で
あることがより好ましい点については、任意成分である高分子型帯電防止剤がポリオレフ
ィン系樹脂発泡シート１０に含まれていない場合においても同じである。
【００３９】
　上記のようなポリオレフィン系樹脂組成物によって構成されるポリオレフィン系樹脂発
泡シート１０の密度（見掛け密度）については、特に限定されるものではなく、ガラス板
の合紙などとして一般に求められているクッション性を発揮させる程度であれば良く、通
常、７０ｋｇ／ｍ３未満とされ、好ましくは１０ｋｇ／ｍ３以上、６０ｋｇ／ｍ３以下と
される。
　このような密度を選択し得るのは、密度が７０ｋｇ／ｍ３以上では、ポリオレフィン系
樹脂発泡シート１０の柔軟性が不足して緩衝性が低いものとなるおそれを有するためであ
り、密度が小さすぎるとポリオレフィン系樹脂発泡シート１０の強度が十分なものになら
ない結果、緩衝性が低いものとなるおそれを有するためである。
　さらに、気泡膜の厚みが薄くなりすぎると、収縮が大きくなる結果、長尺なポリオレフ
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ィン系樹脂発泡シート１０を作製した際に、これを一つのロールとして巻き取ることが困
難になる。
　したがって、ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０の密度は、１０ｋｇ／ｍ３以上とす
ることが好ましく、１５ｋｇ／ｍ３以上とすることが好ましい。
【００４０】
　本実施形態のシート材は、前記のようにポリオレフィン系樹脂発泡シート１０の両面に
アニオン系界面活性剤を含む塗膜１１，１２を有する。
　ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０の前記第１塗膜１１と前記第２塗膜１２とは、含
有するアニオン系界面活性剤の種類や含有量が共通していても共通していなくてもよい。
　前記シート材をガラス板用の合紙として表裏を気にせず用いることができる点において
第１塗膜１１のアニオン系界面活性剤の種類や含有量は、第２塗膜１２と共通しているこ
とが好ましい。
【００４１】
　第１塗膜１１及び第２塗膜１２は、アニオン系界面活性剤以外の成分を含んでいてもよ
いが、それぞれアニオン系界面活性剤を９０質量％以上の割合で含有することが好ましい
。
　第１塗膜１１や第２塗膜１２のアニオン系界面活性剤の含有量は、９５質量％以上であ
ることがより好ましく、９８質量％以上であることが特に好ましい。
　第１塗膜１１及び第２塗膜１２は、実質的にアニオン系界面活性剤のみで構成されてい
ることがとりわけ好ましい。
【００４２】
　前記第１塗膜１１及び前記第２塗膜１２は、水洗後のガラス板２の表面を清浄にすべく
前記アニオン系界面活性剤としてポリオキシエチレンアルキルエーテル構造を有し、且つ
、ポリオキシエチレン構造の末端にアニオン性官能基を有するアニオン系界面活性剤（以
下「ポリオキシエチレンアルキルエーテル型アニオン系界面活性剤」ともいう）を含んで
いる。
　しかも、前記第１塗膜１１及び前記第２塗膜１２は、上記のようなポリオキシエチレン
アルキルエーテル型アニオン系界面活性剤としてアルキル鎖の炭素数が１４以下のポリオ
キシエチレンアルキルエーテル型アニオン系界面活性剤を含む。
　即ち、前記第１塗膜１１及び前記第２塗膜１２は、下記一般式（１）で表されるアニオ
ン系界面活性剤を含む。
【００４３】
【化５】

【００４４】
　ここで、一般式（１）において、「Ｒ-」は下記一般式（２）で表される１価の有機基
であり、「ｎ」は１～１５０の整数で、「-Ｘ」はアニオン性官能基である。
【００４５】

【化６】

【００４６】
　ここで、一般式（２）における「ｍ」は１～１４の整数である。
【００４７】
　即ち、一般式（１）の「Ｒ-」は、直鎖状又は分枝状アルカンから１個の水素原子を除
いた１価基である。
【００４８】
　前記アニオン性官能基（-Ｘ）としては、例えば、下記一般式（ａ１）～（ａ４）で表
されるものが挙げられる



(9) JP 6905946 B2 2021.7.21

10

20

30

40

50

【００４９】
【化７】

【００５０】
　ここで一般式（ａ１）～（ａ４）における「Ｍ＋」は、１価の陽イオンを表している。
【００５１】
　なお、一般式（２）における「ｍ」は、６以上（６～１４）であることが好ましく、８
以上（８～１４）であることがより好ましく、１０以上（１０～１４）であることが特に
好ましい。
　「ｍ」は、１２であるか１３であるかのいずれかであることがとりわけ好ましい。
　また、前記アニオン性官能基（-Ｘ）は、一般式（ａ２）で表される硫酸塩であること
が好ましい。
　さらに、上記の陽イオン（Ｍ＋）としては、リチウムイオン、カリウムイオン、ナトリ
ウムイオンなどの金属イオンやアンモニウムイオンが好適である。
　なかでも前記陽イオン（Ｍ＋）は、ナトリウムイオンであることが好ましい。
【００５２】
　即ち、一般式（１）で表されるポリオキシエチレンアルキルエーテル型アニオン系界面
活性剤は、ポリオキシエチレンラウリルエーテル硫酸ナトリウムか、ポリオキシエチレン
トリデシルエーテル硫酸ナトリウムかの何れかであることがとりわけ好ましい。
【００５３】
　前記第１塗膜１１及び前記第２塗膜１２には、上記一般式（１）で表されるポリオキシ
エチレンアルキルエーテルが１種単独で含まれていても２種以上含まれていてもよい。
　前記第１塗膜１１及び前記第２塗膜１２には、上記一般式（１）で表されるポリオキシ
エチレンアルキルエーテル以外のアニオン系界面活性剤を含有させることも可能であるが
、前記第１塗膜１１及び前記第２塗膜１２に含有されるアニオン系界面活性剤は、９５質
量％以上が上記一般式（１）で表されるポリオキシエチレンアルキルエーテルであること
が好ましい。
　前記第１塗膜１１及び前記第２塗膜１２に含有されるアニオン系界面活性剤に占める上
記一般式（１）で表されるポリオキシエチレンアルキルエーテルの割合は９８質量％以上
であることが特に好ましい。
　第１塗膜１１及び第２塗膜１２は、実質的に上記一般式（１）で表されるポリオキシエ
チレンアルキルエーテルのみで構成されていることがとりわけ好ましい。
【００５４】
　前記塗膜１１，１２に含有されるアニオン系界面活性剤は、シート材１によって表面保
護される保護対象物である前記ガラス板２とシート材１との接触によって該ガラス板２の
表面に移行し、該ガラス板２の表面に親水性の保護膜を形成する。
　このことによりガラス板２は異物の付着が保護され、水洗後に清浄な表面状態となり得
る。
　しかも、ガラス板２は、水洗後に清浄な表面状態となり得る状態が長期間にわたって持
続され得る。
　したがって、ガラス板２は、例えば、本実施形態のシート材１を合紙として介挿させた
状態で３ヶ月以上にも及ぶ長期保管がされた後でもその表面を容易に清浄化させることが
できる。
【００５５】
　尚、本実施形態において上記のような鎖長のアルキル基を有するアニオン系界面活性剤
を塗膜に含有させているのは、同じような鎖長のアルキル基を有していても界面活性剤が
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ノニオン系界面活性剤であったり、同じアニオン系界面活性剤でもアルキル基の鎖長が長
かったりするとガラス板２の表面の保護膜に十分な親水性が発揮されず、ガラス板２の表
面に水洗除去がアニオン系界面活性剤よりも容易ではない親油性の付着物を生じさ易くな
るためである。
【００５６】
　また、本実施形態において上記のようなアニオン系界面活性剤をポリオレフィン系樹脂
発泡シートの内部からブリードアウトさせるのではなく塗膜の状態でポリオレフィン系樹
脂発泡シートの表面上に保持させているのは、アニオン系界面活性剤が十分にブリードア
ウトするまでにガラス板２の表面に親油性の付着物を生じさせてしまうことを抑制すると
ともにブリードアウトするアニオン系界面活性剤に同伴されてポリオレフィン系樹脂発泡
シートの内部からオリゴマーなどの親油性の低分子量化合物が滲出することを抑制するた
めである。
　したがって、本実施形態のポリオレフィン系樹脂発泡シート１０を構成する前記ポリオ
レフィン系樹脂組成物には、必要であれば、アニオン系界面活性剤やノニオン系界面活性
剤などの低分子型帯電防止剤を含有させてもよいが、上記のような理由から前記ポリオレ
フィン系樹脂組成物への低分子型帯電防止剤の含有はできるだけ制限されることが好まし
い。
　具体的には、前記ポリオレフィン系樹脂組成物における低分子型帯電防止剤の含有量は
、２質量％以下とされることが好ましく、１質量％以下とされることがより好ましく、実
質的に含有されないことが特に好ましい。
【００５７】
　前記第１塗膜１１及び前記第２塗膜１２のそれぞれは、ポリオレフィン系樹脂発泡シー
ト１０の単位面積（１ｍ２）当りにおける前記ポリオキシエチレンアルキルエーテル型ア
ニオン系界面活性剤の含有量が、３ｍｇ／ｍ２以上１００ｍｇ／ｍ２以下であることが好
ましい。
　それぞれの塗膜のポリオキシエチレンアルキルエーテル型アニオン系界面活性剤の含有
量は、３ｍｇ／ｍ２以上８０ｍｇ／ｍ２以下であることがより好ましく、４ｍｇ／ｍ２以
上５０ｍｇ／ｍ２以下であることが特に好ましい。尚、塗膜の単位面積当たりにおける界
面活性剤の含有量は、次のようにして求めることができる。
【００５８】
（界面活性剤の定量）
　シート材から一辺が約１０ｃｍの正方形の試料を切り出す。
　次に、該試料を５０ｍｌの蒸留水に漬けて、２３℃の室温下に４０分間保管し、界面活
性剤を溶出する。
　得られた溶出液を、液体クロマトグラフィー－タンデム質量分析計（ＬＣ／ＭＳ／ＭＳ
）で測定し、標準液から得られた検量線をもとに、溶出液における界面活性剤の濃度（ｄ
（％））を算出する。
　濃度（ｄ（％））と溶出液に用いた蒸留水の量（５０ｍｌ）から溶出液に含まれる界面
活性剤の質量（ｍ１（ｍｇ）＝５０×ｄ）を求める。
　溶出後の試料を再び５０ｍｌの蒸留水に漬けて、同様の測定を行い、溶出液に含まれる
界面活性剤の質量（ｍ２（ｍｇ））を求める。
　このような測定を繰り返し、界面活性剤の溶出が検出限界以下となるまで実施し、試験
片に付着していた界面活性剤の総量（Ｍ＝ｍ１＋ｍ２＋・・・）を求める。
　前記試料の表面積（Ｓ：上記においては、約２００ｃｍ２（約１００ｃｍ２×２（両面
）））をできるだけ正確に測定し、先に得られた界面活性剤の総量（Ｍ）を前記表面積（
Ｓ）で除して塗膜の単位面積当たりの界面活性剤量（Ｍ／Ｓ）を求めることができる。
　尚、前記第１塗膜１１と前記第２塗膜１２とを個々に測定する必要がある場合は、試料
を厚み方向中央部で切断して２枚のスライス片を作製するか、試料の片面に対する十分な
ふき取りを行った上で上記のような測定を行えばよい。
　また、ＬＣ／ＭＳ／ＭＳの試験条件は次の通りとすることができる。
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【００５９】
（ＬＣ／ＭＳ／ＭＳの試験条件）
・使用装置：
　液体クロマトグラフィー－タンデム質量分析計（ＬＣ／ＭＳ／ＭＳ）（型番「ＵＨＬＣ
　ＡＣＣＥＬＡ」Ｔｈｅｒｍｏ　ＳＣＩＥＮＴＩＦＩＣ社製）
 
・カラム：
　Ｔｈｅｒｍｏ製　Ｈｙｐｅｒｓｉｌ　ＧＯＬＤ　Ｃ１８　１．９μｍ（２．１ｍｍＩ．
Ｄ．＊１００ｍｍＬ）
 
・測定条件：
　カラム温度（４０℃），移動相（Ａ：１０ｍＭ酢酸アンモニウム／Ｂ：アセトニトリル
＝１０／９０）
 
・検量線作成方法：
　検出する界面活性剤の標準液を濃度０．０１ｐｐｍ～１０ｐｐｍの間で数点作製し、同
条件でＬＣ／ＭＳ／ＭＳにて測定し、検出されるピーク面積と標準液の濃度における検量
線を作成する。
【００６０】
　上記のような塗膜１１，１２を有するシート材１は、ポリオレフィン系樹脂発泡シート
に前記アニオン系界面活性剤が含まれている塗工液を塗布することによって製造される。
　即ち、本実施形態のシート材１の製造方法は、合紙として用いられるシート材の製造方
法であって、ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０に前記一般式（１）で表されるアニオ
ン系界面活性剤が含まれている塗工液を塗布する工程を実施し、前記ポリオレフィン系樹
脂発泡シートの表面に前記塗工液で形成された塗膜１１，１２を有する前記シート材１を
製造するというものである。
　そして、前記のように製造するシート材１の塗膜１１，１２に含まれる前記アニオン系
界面活性剤の単位面積当たりの含有量は、所定の範囲内であることが好ましい。
　より具体的には、前記塗工液を塗布する前記工程は、前記塗膜の単位面積当たりにおけ
る前記アニオン系界面活性剤の含有量が３ｍｇ／ｍ２以上１００ｍｇ／ｍ２以下となるよ
うに実施することが好ましい。
【００６１】
　上記のような塗膜１１，１２の形成は、ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０の製造に
連続して行うことができる。
　前記の通り本実施形態に係るポリオレフィン系樹脂発泡シート１０は、押出発泡法で製
造される。
　具体的には、ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０は、前記ポリオレフィン系樹脂組成
物を押出機の先端に装着したサーキュラーダイなどから連続的にシート状に押出発泡して
押出発泡シートを作製する押出工程、押出されたシートを巻取り機により巻き取ってシー
トロールを作製する巻き取り工程を行って製造することができる。
【００６２】
　本実施形態における前記押出工程では、サーキュラーダイから連続的に押出される筒状
の発泡体を押出直後に内外から冷却エアを吹き付けて空冷する１次冷却、及び、空冷後の
発泡体を冷却用マンドレルを用いてさらに冷却する２次冷却が行われる。
　前記押出工程では、冷却用マンドレルの下流側に設けたカッターで筒状の発泡体が押出
方向に切断しつつ引き取られる。
　本実施形態における前記押出工程では、サーキュラーダイの直径よりも径大な外径を有
する冷却用マンドレルを使って２次冷却が行われる。
　したがって、該２次冷却は、冷却用マンドレルの外周面を１次冷却された筒状の発泡体
の内周面に摺接させることによって実施される。
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　該２次冷却では、１次冷却された筒状の発泡体を冷却しつつ同時に冷却用マンドレルに
よる拡径も行われる。
　前記のように押出方向にカッターで切断された発泡体は、展開されて帯状とされた後で
前記原反ロールを構成すべく巻き取られる。
【００６３】
　前記塗膜１１，１２は、このようにして作製されるポリオレフィン系樹脂発泡シート１
０に塗工液を塗布することによって形成される。
　前記塗膜１１，１２は、前記アニオン系界面活性剤を含む塗工液を用意する塗工液準備
工程と、前記ポリオレフィン系樹脂発泡シート１０の両面に前記塗工液を塗布する塗布工
程と、を実施することで形成させ得る。
　該塗工液の塗布は、押出工程と並行して実施されても、押出工程が完了した後に改めて
実施されてもよい。
　即ち、巻取り工程で作製されるシートロールは、塗膜の形成されたシート材がロール状
に巻回されたものでも、ポリオレフィン系樹脂発泡シートだけがロール状に巻回されたも
のでもよい。
【００６４】
　前記塗工液準備工程では、アニオン系界面活性剤のみを含む塗工液を調製しても、アニ
オン系界面活性剤とともに塗工液の粘度を調整するための溶媒を含有する塗工液を調製し
てもよい。
　前記塗布工程は、ロールコート、キスコート、スプレーコート、刷毛塗り、などといっ
た一般的な方法で実施することができる。
【００６５】
　塗工液の塗布を押出工程と並行して実施する場合、塗工液の塗布は、冷却用マンドレル
よりも上流側で行っても下流側で行ってもよい。
　塗工液の塗布は、必要であれば、押出し直後の円筒状の発泡体の内外に塗工液をスプレ
ーコートするようにして行ってもよく、冷却用マンドレルでの２次冷却前に実施される１
次冷却を兼ねるように実施してもよい。
　このような場合、ポリオレフィン系樹脂発泡シート（円筒状の発泡体）と冷却用マンド
レルとの間に生じる摩擦力の軽減を図り得る。
　冷却用マンドレルで２次冷却された後のポリオレフィン系樹脂発泡シートであっても、
通常、その表面温度は、常温（２３℃）よりも温度が高いため、塗工液の塗布を押出工程
と並行して実施する場合、塗工液の塗布をどの場所で実施しても塗工液は暖かな状態のポ
リオレフィン系樹脂発泡シートに塗工されることになる。
　そうすると、塗膜では、アニオン系界面活性剤が分子運動し易い状態になり、親水性の
官能基が表面濃化し易くなり、ガラス板に水洗除去が容易な保護膜を形成させる上で有利
となる。
【００６６】
　前記塗布工程でポリオレフィン系樹脂発泡シートの両面に塗膜を形成させるためには、
必ずしもポリオレフィン系樹脂発泡シートの両面に塗工液を塗布しなくてもよい。
　例えば、ポリオレフィン系樹脂発泡シートの一面側のみに塗膜を形成させ、シートロー
ルを形成させた際に塗膜が形成されていない他面側に塗工液の一部を転写させる方法を採
用してもよい。
【００６７】
　前記塗布工程を前記押出工程と並行して実施せず押出工程を終えた後に実施する場合、
塗工液の塗布は、シートロールを巻き換える際などに実施することができる。
【００６８】
　尚、本実施形態においては押出発泡によって製造したポリオレフィン系樹脂発泡シート
をガラス板の合紙として用いる場合を例示しているが、本発明のシート材は、その用途を
ガラス板の合紙に限定するものではなく、ガラス板以外の部材でも水洗が予定されている
ものであれば、その包装等に利用することでガラス板の合紙として用いる場合と同様の効
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果を期待することができる。
　即ち、本発明は上記例示に何等限定されるものではない。
【実施例】
【００６９】
　次に実施例を挙げて本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれらに限定されるも
のではない。
（実施例１）
　日本ポリエチレン株式会社製の低密度ポリエチレン樹脂（商品名：「ＬＦ５８０」、密
度：９３１ｋｇ／ｍ３、ＭＦＲ＝４．０ｇ／１０ｍｉｎ）１００質量部に対して、三洋化
成株式会社製の高分子型帯電防止剤（ポリエーテル－ポリオレフィンブロック共重合体、
商品名：「ペレクトロンＬＭＰ」、結晶化温度：５６℃、融点：１１５℃、ＭＦＲ＝３０
ｇ／１０ｍｉｎ）４質量部、及び、三協化成社製の気泡調整剤マスターバッチ（アゾジカ
ルボンアミド含有マスターバッチ：商品名「セルマイクＭＢ１０２３」）０．１５質量部
の比率で配合された配合物をタンデム押出機の第一押出機（シリンダー径：φ９０ｍｍ）
に供給し、該押出機内での最高到達温度が２１０℃となるように溶融混練した。
　また、該第一押出機の途中から発泡剤として混合ブタン（イソブタン／ノルマルブタン
＝５０／５０（モル比））を前記低密度ポリエチレン樹脂１００質量部に対する割合が１
８質量部となるように圧入した。
【００７０】
　この第一押出機での溶融混練後は、該第一押出機に連結された第二押出機（シリンダー
径：φ１５０ｍｍ）で発泡に適する温度域（１１１℃）まで溶融混練物を冷却し、出口直
径が２２２ｍｍ（スリット０．０４ｍｍ）のサーキュラーダイより大気中に押出発泡し、
円筒状態のポリオレフィン系樹脂発泡シート（筒状発泡体）を作製した。
　なお、押出時の樹脂温度は１１６℃であった。
　押出発泡された筒状発泡体は、エアーを吹き付けて冷却した後、直径が７７０ｍｍ、長
さ６５０ｍｍの冷却用マンドレル上を沿わせて冷却し、該冷却用マンドレルの後ろ側に設
けたカッターで押出し方向に沿って筒状発泡体を切断して長尺帯状のポリオレフィン系樹
脂発泡シートを得た。
　この長尺帯状のポリオレフィン系樹脂発泡シートに塗膜を形成させるための塗工液とし
て、ポリオキシエチレンラウリルエーテル硫酸ナトリウム、１０％水溶液を調製した。
　該ポリオレフィン系樹脂発泡シートの片面（前記筒状発泡体の状態において内周面とな
る側）に噴霧機によって前記塗工液をスプレーコートし、塗膜を作製した。
　該塗膜を形成させた後のシート材は、巻取りスピード５０ｍ／ｍｉｎでロール状に巻取
った。
【００７１】
　得られた実施例１のシート材の物性は、表のとおり。
　実施例２以下については、塗布する界面活性剤種及び塗布量を表の通りに変更した。
　表に示した界面活性剤の詳細は下記の通り。
　なお、比較例３では、塗膜は形成させない代わりにポリオレフィン系樹脂発泡シートを
押出発泡法で製造するためのポリオレフィン系樹脂組成物中に界面活性剤を含有させた。
 
１）アニオン系界面活性剤１（Ａ-ＳＳＡ１）：
　ポリオキシエチレンラウリル（Ｃ１２）エーテル硫酸ナトリウム
２）アニオン系界面活性剤２（Ａ-ＳＳＡ２）：
　ポリオキシエチレントリデシル（Ｃ１３）エーテル硫酸ナトリウム
３）アニオン系界面活性剤３（Ａ-ＳＳＡ３）：
　ポリオキシエチレンアルキル（Ｃ１２－Ｃ１４）エーテル硫酸ナトリウム
４）アニオン系界面活性剤４（Ａ-ＳＳＡ４）：
　ポリオキシエチレンアルキル（Ｃ１６－Ｃ１８）エーテル硫酸ナトリウム
５）ノニオン系界面活性剤１（Ｎ-ＳＳＡ１）：
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　ポリエチレングリコール（分子量１５００）
６）ノニオン系界面活性剤２（Ｎ-ＳＳＡ２）：
　ポリオキシアルキレントリデシルエーテル
【００７２】
【表１】

【００７３】
（界面活性剤の定量）
　各実施例、比較例のシート材から一辺が約１０ｃｍの正方形の試料を切り出し、試料の
表面積（Ｓ≒２００ｃｍ２）を正確に求めた。
　次に、該試料を５０ｍｌの蒸留水に漬けて、２３℃の室温下に４０分間保管し、界面活
性剤を溶出させた。
　得られた溶出液を、液体クロマトグラフィー－タンデム質量分析計（ＬＣ／ＭＳ／ＭＳ
）で測定し、標準液から得られた検量線をもとに、溶出液における界面活性剤の濃度（ｄ
（％））を算出した。
　濃度（ｄ（％））と溶出液に用いた蒸留水の量（５０ｍｌ）から溶出液に含まれる界面
活性剤の質量（ｍ１（ｍｇ）＝５０×ｄ）を求めた。
　溶出後の試料を再び５０ｍｌの蒸留水に漬けて、同様の測定を行い、溶出液に含まれる
界面活性剤の質量（ｍ２（ｍｇ））を求めた。
　第１回目の溶出質量（ｍ１）を表面積（Ｓ）で除して「第１回目溶出量」を算出すると
ともに第２回目の溶出質量（ｍ２）を表面積（Ｓ）で除して「第２回目溶出量」を算出し
た。
　なお、ＬＣ／ＭＳ／ＭＳの試験条件は次の通りとした。
【００７４】
（ＬＣ／ＭＳ／ＭＳの試験条件）
使用装置：
　液体クロマトグラフィー－タンデム質量分析計（ＬＣ／ＭＳ／ＭＳ）（型番「ＵＨＬＣ
　ＡＣＣＥＬＡ」Ｔｈｅｒｍｏ　ＳＣＩＥＮＴＩＦＩＣ社製）
カラム：
　Ｔｈｅｒｍｏ製　Ｈｙｐｅｒｓｉｌ　ＧＯＬＤ　Ｃ１８　１．９μｍ（２．１ｍｍＩ．
Ｄ．＊１００ｍｍＬ）
測定条件：
　カラム温度（４０℃），移動相（Ａ：１０ｍＭ酢酸アンモニウム／Ｂ：アセトニトリル
＝１０／９０）
検量線作成方法：
　検出する界面活性剤の標準液を濃度０．０１ｐｐｍ～１０ｐｐｍの間で数点作製し、同
条件でＬＣ／ＭＳ／ＭＳにて測定し、検出されるピーク面積と標準液の濃度における検量
線を作成する。
【００７５】
（接触角の測定）
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　実施例、比較例で得られたシート材がディスプレイ用ガラスを梱包した状態で長期間保
管した際のガラス表面に清浄性を発揮させる効果を有しているかの評価を以下のようにサ
イクル加熱後の接触角にて判定した。
　まず、合紙発泡シートを５ｃｍ×１０ｃｍの大きさに切り、これを洗浄・乾燥したガラ
ス板（日本電気硝子株式会社製　無アルカリガラス　ＯＡ－１０Ｇ）の上に乗せ、前記シ
ート材の全体に荷重が加わるように１ｋｇの重りを乗せて、下記サイクルにて恒温恒湿槽
（ＩＳＵＺＵ製作所製、商品名「ＨＰＡＶ－１２０－４０」）での加熱を行った。
【００７６】
（サイクル条件）
　シート材の加熱は、下記（１）～（４）を１サイクルとして実施した。
 
（１）２０℃・６０％ＲＨから６０℃・９０％ＲＨまで１時間で昇温
（２）６０℃・９０％ＲＨで１時間保持
（３）６０℃・９０％ＲＨから２０℃・６０％ＲＨまで１時間で降温
（４）２０℃・６０％ＲＨで１時間保持
 
【００７７】
　上記のサイクル加熱試験後のガラス板の表面からシート材を取り除き、家庭用アルカリ
洗剤（花王株式会社製、商品名「アタック」）を０．４％含有する洗浄水で前記ガラス板
を洗浄し、蒸留水にてすすぎ洗いを実施した後、温度３０℃、相対湿度０％にて２４時間
乾燥した。
　シート材と接していたガラス板表面における精製水の接触角を協和界面化学株式会社製
、固液界面解析装置（商品名「ＤＲＯＰ　ＭＡＳＴＥＲ３００」）によって測定した。
　なお、測定は、サイクル加熱を６０サイクル実施した後、１２０サイクル実施した後、
及び、１８０サイクル実施した後の３通りで行った。
　また、接触角は、それぞれ２０点の測定を行い、その平均値によって算出した。
　結果を表２に併せて示す。
【００７８】
　尚、実施例１と同じ界面活性剤を用い、ポリオレフィン系樹脂発泡シートへの界面活性
剤の塗布量を大きく減らして上記と同様の評価を実施したところ下記の通りとなった。
【００７９】
【表２】

【００８０】
　上記の結果から、塗膜の単位面積当たりにおけるアニオン系界面活性剤の含有量が、１
ｍｇ／ｍ２以下では、十分顕著な効果が認められず、効果の顕著性からは、３ｍｇ／ｍ２

以上程度の含有量を確保した方が好ましいことがわかる。
【００８１】
　上記のようなことからも、本発明のシート材は、ガラス板などを保護対象物としたとき
に、水洗後の表面を清浄にさせるのに有効であることがわかる。
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